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研究要旨： 

 保健医療福祉活動の総合的なマネジメントの進め方を明確化することがこの研究の目的

である。各分担研究のこれまでの成果を集大成して、小冊子「保健医療福祉調整本部等に

おけるマネジメントの進め方 2022（暫定版）」を作成した。その基礎となる分担研究とし

て、保健医療調整本部等に関するインタビュー・アンケート・文献調査、産学民官の連携

に関する調査、指揮・統制・調整・コミュニケーション(C4)に関する海外の情報収集、分

野横断的な情報共有・連携の課題、自治体職員の過重労働・メンタルヘルス対策の検討を

行った。 

 その結果、総論として、まず災害時の組織対応の原則（CSCA）に沿って、指揮・調整（保

健医療福祉調整本部の設置、本部の構成員、本部長、リーダーシップ、本部事務局、本部

会議、本部室）、安全の確保（活動者や被災者の二次災害等の防止、職員等の過重労働・

メンタルヘルス対策）、情報交換・共有、評価が、また災害対応全体の流れとして、目的・

戦略・目標・戦術、情報収集・状況認識・意思決定・実施、そして保健医療福祉活動チー

ムの派遣調整、平常時の備え（計画・マニュアル、人材育成、物資）、事後レビューなど

が、マネジメントを進める上で重要である。また、各論として、避難所及び在宅避難者の

支援、医療活動、福祉活動・福祉との連携、NPO／ボランティアなどとの連携、民間企業な

どとの連携などが重要である。 
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Ａ．研究目的 

 熊本地震（2016 年）の検証結果を受けて、

2017 年 7 月 5 日に、厚生労働省 5 課局部長通

知「大規模災害時の保健医療活動に係る体制

の整備について」が発出された。そこでは、

各都道府県において、保健医療活動チームの

派遣調整、保健医療活動に関する情報の連携、

整理及び分析等の保健医療活動の総合調整を

行う保健医療調整本部を設置することなどが

示されている。しかしながら、具体的にどの

ように整備を行うのが良いのかについて検討

すべき点が多数ある。 

 一方で、2019 年末から始まった新型コロナ

ウイルス感染症（COVID-19）の流行は一種の

災害であるとも言われ、またそのマネジメン

トや職員の安全衛生対策などにおいて自然災

害と共通する点は多い。 

 そこで、保健医療福祉活動の総合的なマネ

ジメントの進め方を明確化することをこの研

究の目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

１．小冊子「保健医療福祉調整本部等におけ

るマネジメントの進め方」の作成 

 各分担研究のこれまでの成果を集大成して、

研究班会議、ワーキング会議及びメールによ

る意見交換等により、保健医療福祉調整本部

等におけるマネジメントの進め方についての

とりまとめを行った。 

 主として、都道府県庁の保健医療福祉部局

に設置される保健医療福祉調整本部について

検討を行ったが、保健所等に設置される、い

わゆる地域保健医療調整本部においても共通

のことが多く、それも含めて検討した。なお、

災害時の対応に軸足をおきつつ、新型コロナ

ウイルス感染症対策本部など、新型コロナウ

イルス感染症対応の経験に基づく共通点も参

考にして、とりまとめを行った。 

 これまでに災害対応に関する種々のマニュ

アルが作成されてきた。ただし、分量が多い

と、特に災害発生時に通読することが困難で

ある。また、詳細な記載は、災害の状況によ

って、また地域の特性によって、時に適用で

きない場合もある。そのため、主として、戦

略・戦術レベルの、災害対応の大枠や基本的

な考え方を比較的コンパクトにまとめること
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とした。 

 

２．保健医療調整本部等に関する調査及び要

点 

 2016 年以降に災害の対応をした都道府県

庁、保健所、中核市、中核市保健所に対して

保健医療調整本部の設置と体制・運営、実際

の対応（機能）、情報収集・計画策定、ロジ

スティクス、財務・総務等について聞き取り

調査を行った。 

 

３．文献調査を含めた近年の自然災害におけ

る保健医療調整本部等の実事例調査 

 これまで、アンケートとインタビューによ

る実態調査を行った。また、その後に公開さ

れた各行政機関等の検証報告書や学術論文か

ら課題を抽出し、本研究から明らかになった

実態と照らして、要因や改善策について検討

した。 

 

４．産学民官の連携に関する調査 

 従来、保健医療調整本部とあまり接点を持

たず､独自の判断で要援護者支援を行う民間

非営利組織（NPO･NGO 等）や専門職によって

新たに構築された支援体制の実態を把握する

調査を行った。また、生活再建段階の被災者

支援体制として「災害ケースマネジメント

（DCM）」に注目し､その先行事例の調査や、

DCM に必要な被災者の支援需要を評価するア

セスメント調査を行った。さらに、2018 年の

アセスメント調査結果と､その結果に基づく

3 年間の支援活動記録を突合したデータセッ

トを構築し、分析した。加えて、専門士業団

体への調査を行った。 

 

５．指揮・統制・調整・コミュニケーション

(C4)に関する海外の情報収集 

 大規模災害時の対策本部（Emergency 

Operations Center, EOC）の主要機能とされ

る指揮・調整機能等について、新型コロナウ

イルス感染症(COVID-19)の対応も引き続き注

視しつつ、欧米諸国の現状について文献・資

料等をもとに調査を行った。 

 

６．分野横断的な情報共有・連携の課題 

 令和３年度災害時健康危機管理支援チーム

（DHEAT）養成研修（基礎編）において、DMAT、

DPAT、JVOAD、DHEAT といった関係機関からの

ビデオメッセージ（15～20 分）を参加者に視

聴してもらい、支援チームの特徴や活動内容

の理解が深まったか分析した。都道府県にお

ける災害福祉支援ネットワークおよび NPO/

ボランティア団体について、事例をもとに保

健部局との連携のポイントについて分析した。 

 

７．自治体職員の過重労働・メンタルヘルス

対策 

 新型コロナウイルス感染症に対応する職員

のメンタルヘルスの現状とその対応策につい

て、研究分担班メンバーの自治体の現状を把

握し整理するとともに、自然災害との違いに

ついても整理した。また、新型コロナウイル

ス感染症等対応における自治体職員のメンタ

ルヘルス対策・過重労働対策について、積極

的な取り組みを行っている自治体の関係者等

を招聘して、オンラインによる意見交換会を

実施した。 

 

（倫理面への配慮） 

 人を対象とする生命科学・医学系研究に関

する倫理指針が適用される調査等については、

倫理審査を受けるともに、指針に則ってイン

フォームド・コンセントを受ける手続等を行

った。関係者へのインタビュー調査等におい

ては、研究の趣旨を説明し了承が得られた場

合に実施した。 

 

Ｃ．研究結果及び考察 

１．小冊子「保健医療福祉調整本部等におけ

るマネジメントの進め方」の作成 

 別添資料の通り、保健医療福祉調整本部等

におけるマネジメントの進め方 2022（暫定
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版）を作成した。総論として、まず災害時の

組織対応の原則（CSCA）に沿って、指揮・調

整（保健医療福祉調整本部の設置、本部の構

成員、本部長、リーダーシップ、本部事務局、

本部会議、本部室）、安全の確保（活動者や

被災者の二次災害等の防止、職員等の過重労

働・メンタルヘルス対策）、情報交換・共有、

評価について、また災害対応全体の流れとし

て、目的・戦略・目標・戦術、情報収集・状

況認識・意思決定・実施、そして保健医療福

祉活動チームの派遣調整、平常時の備え（計

画・マニュアル、人材育成、物資）、事後レ

ビューについてマネジメントの要点をまとめ

た。また、各論として、避難所及び在宅避難

者の支援、医療活動、福祉活動・福祉との連

携、NPO／ボランティアなどとの連携、民間企

業などとの連携についてまとめた。 

 

２．保健医療調整本部等に関する調査及び要

点 

 急性期から活動を開始できる DMAT が災害

発生直後から行政を支援し医療中心の調整本

部が設置されていて、被害状況の変化等に伴

い保健や福祉を含む調整本部に移行していた。

また調整本部では班体制が組まれており、行

政組織の業務を生かして平常時から関係があ

る組織・団体等とともに対応していた。調整

本部会議では、他の本部等へのリエゾン派遣

等により収集した様々な情報を共有し、活動

方針・目標・計画を決定して、本部長が関係

のある班に連携・調整・連絡等の対応を指示

していた。内容により権限移譲を行うことも

あった。ロジスティクスは発災から暫くは

DMAT が担当し、保健所は県等に依頼していた。

財務・総務は県等が担当し労務管理は各場所

で行われていた。また、他県の災害支援や過

去の災害対応経験、平常時からの研修が役立

っており、研修や訓練、経験の有効性と災害

対応の記録による災害経験の伝承が必要と考

える。これらのことから、保健医療調整本部

の名称はそれぞれ違うが、ICS の機能に類似

した役割をもって状況に応じた活動をしてい

たと推察される。地域の特性を踏まえ ICS の

視点をもった保健医療調整本部の構築が必要

と考える。 

 

３．文献調査を含めた近年の自然災害におけ

る保健医療調整本部等の実事例調査 

 福祉施設の被災状況や支援ニーズ等の把握

は、これまでの災害においてＥＭＩＳのよう

に関係者に一斉に情報共有する仕組みが整備

されておらず、情報伝達経路も明確でない場

合が多いことから、適切な組織に情報が集約

されず、対応が遅れると考えられる。ただし

情報システムは電気や通信等が不通になると

使用できないことを想定し、代替の情報収集

手段を講じる必要がある。 

 保健医療調整本部とライフライン企業等の

民間企業との連携は重要であるが、防災部局

を介して連携調整が行われる場合が多く、迅

速性に欠くことが懸念される。防災部局や支

援企業の連絡員が常駐する部屋と保健医療調

整本部の執務スペースは同室であることが望

ましいが、別室にならざるを得ない場合には、

定例の会議の外にも相互にコミュニケーショ

ンをとる手段を講じるべきである。 

 活動チームの派遣調整や支援にかかる費用

負担等については、都道府県、保健所、市町

村間で共通認識を持つことが重要である。特

に災害救助法適用の有無等によって事務の所

掌や権限移譲、費用負担が変わるため、想定

されるケースを事前に整理し、関係者間で共

有しておくことや、その判断を迅速に行うた

めの情報収集・分析を早期から行うことが有

効であると考えられる。 

 

４．産学民官の連携に関する調査 

 2021 年の調査では、特に高齢世代で｢まち･

地域の安定｣｢心理的安定｣についての主観的

復興感の回復が遅かった。また 2018 年の DCM

結果と､その後の支援活動記録の分析では、被

災当初のアセスメント調査で日常生活･住ま
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いの再建支援世帯と評価された世帯の生活再

建が遅れており､過去の評価が概ね妥当だっ

たことが確認された｡専門士業団体への調査

の結果、技術系･法律系の団体は、福祉系の団

体より他の分野との連携が少なかった。 

 

５．指揮・統制・調整・コミュニケーション

(C4)に関する海外の情報収集 

 COVID-19 のパンデミックの経験を通じて、

バーチャル EOC の活用など新たな技術の導入

も進んでいることが明らかになった。一方で、

地域のリスクやリソースの評価により本部機

能を確立し、標準作業手順書（SOP）として一

連の手順を明確にするという基本的なプロセ

スを確実に実施していくことが重要であると

考えられた。 

 

６．分野横断的な情報共有・連携の課題 

 災害時健康危機管理支援チーム（DHEAT）養

成研修基礎編において、令和 2 年度から 2 年

間にわたり、NPO・ボランティアとの連携につ

いて取り上げたこともあり、保健部局の行政

職員から福祉との連携が重要であるというこ

とが聞かれるようになってきた。 

 今後、具体的に平時・災害時に連携できる

ようになることが重要である。連携のポイン

トとして、以下のことが抽出された。①災害

時の住民支援は多岐にわたり保健部局だけで

は対応できない。災害派遣福祉チーム（DWAT）

や災害 NPO・ボランティアは専門的に被災者

の生活支援にかかわった経験があり、連携す

ることが有用である。②災害時に効率よく

DWAT や災害 NPO と連携するためには、社会福

祉協議会や災害中間支援組織の役割が重要で、

平時から連携の仕組みを構築すること、保健

部局もかかわることが重要である。③災害時

に DWAT や災害 NPO、中間支援組織と効率的に

連携するには、平時から地元の関係団体との

連携が不可欠である。福祉部局や社会福祉協

議会と協力して、地元ボランティア団体との

関係づくりをしておくとよい。 

 

７．自治体職員の過重労働・メンタルヘルス

対策 

 大規模災害時における職員の健康管理は各

地で行われてきた。一方で、新型コロナウイ

ルス感染症対応業務が長期化する中、職員の

心身の不調が多く発生している現状があり、

過重労働・メンタルヘルス対策が重要な課題

となっている。その対策として「業務マネジ

メント」と「メンタルヘルスケア」の２つの

柱に整理し、両輪で進めることが重要であり、

各職場では所属長等をリーダーとし組織とし

ての具体的な取組を進めていくことが必要で

ある。新型コロナウイルス感染症対応の収束

が見えない中、今後も職場において各地の取

組事例を参考にし、創意工夫しながら対応業

務を進めていけるよう、取組の発信、共有化

をしていくことも必要である。 

 

Ｄ．結論 

 保健医療福祉活動の総合的なマネジメント

の進め方の明確化に向けて検討を行い、小冊

子「保健医療福祉調整本部等におけるマネジ

メントの進め方」を作成した。 

 総論として、まず災害時の組織対応の原則

（CSCA）に沿って、指揮・調整（保健医療福

祉調整本部の設置、本部の構成員、本部長、

リーダーシップ、本部事務局、本部会議、本

部室）、安全の確保（活動者や被災者の二次

災害等の防止、職員等の過重労働・メンタル

ヘルス対策）、情報交換・共有、評価が、ま

た災害対応全体の流れとして、目的・戦略・

目標・戦術、情報収集・状況認識・意思決定・

実施、そして保健医療福祉活動チームの派遣

調整、平常時の備え（計画・マニュアル、人

材育成、物資）、事後レビューなどが、マネ

ジメントを進める上で重要である。また、各

論として、避難所及び在宅避難者の支援、医

療活動、福祉活動・福祉との連携、NPO／ボラ

ンティアなどとの連携、民間企業などとの連

携などが重要である。 
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